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JEEDのブランドメッセージ

ブランドメッセージにこめられた思い
年齢や性別、障がいの有無に関わらず、働くことを通じて一人ひとりが持てる力
を発揮するためには、一人ひとりの『らしく』を見つけ、一人ひとりにあった『は
たらく』につなげていく必要があります。

また、「らしく、はたらく」ためには、一人ひとりが、社会、組織、仲間や身近な
地域からの「理解」や「支援」と『ともに』あることが大切と考えます。

一人ひとりのかけがえのない価値、まさに「らしく」を見つけ、育て、いかしてい
くため、私たちＪＥＥＤの相談、支援や職業訓練が必要です。
また、共生社会の実現に向けて、企業、職場や地域に働きかけて「ともに」働く環
境を整えていくことは、ＪＥＥＤが行う事業主支援、関係機関支援の目指すべき
共通の目標です。

私たちＪＥＥＤは、「らしく」と「ともに」を、「はたらく」という共通のゴールにつ
なげ、「はたらく」を通じた多様性の尊重と共生社会の実現を目指しています。

働くことを希望する全ての人々の「らしく、はたらく、ともに」の実現に貢献して
いく、という思いを込めました。

JEEDは令和５年２月に、自らの「果たすべき役割」や組織の「らしさ」をより多くの
人々に伝えるためブランドメッセージを策定しました。
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　JEED は、ブランドメッセージ「らしく、はたらく、ともに」を通して、年齢や障害の有無に関わ
らず誰もが能力を発揮し、意欲を持って安心して働ける社会の実現を目指しています。
　このため、高齢者、障害者、求職者、事業主など様々な利用者の方に、総合的な支援を実施します。
　具体的には、以下の目標に向け業務を行っています。

JEEDは、３つの分野でSDGsを支援します！

SDGsとは:
　SDGs（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）は、「誰一人取り残さない（leave no one behind）」持続可能でよりよい
社会の実現を目指す世界共通の目標です。2015年の国連サミットにおいて全ての加盟国が合意した「持続可能な開発のための2030アジェン
ダ」の中で掲げられました。2030年を達成年限とし、17のゴールと169のターゲットから構成されています。（外務省パンフより）　JEEDの
取組みとして、これらのゴール・ターゲットのうち、特に関係すると考えられるものを掲げています。
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高齢者が年齢に関わりなく働き続けることができる生涯現役社会の実現

○７０歳までの就業機会の確保に向けた相談・援助
○高年齢者の雇用の安定のための助成金支給
○生涯現役社会の実現に向けた啓発・広報活動
○高年齢者雇用に関する好事例の収集・発信

障
害
者
雇
用
支
援
業
務

障害の有無に関係なく、希望や能力、適性等に応じて活躍できる社会の実現

○�障害者・事業主等の多様なニーズに対応した職業リハビリテーションサービスの提供
○地域の就労支援機関等への助言・援助・研修
○障害者雇用納付金制度に基づく納付金の徴収及び助成金等の支給
○社会一般に対して障害者雇用の関心と理解を深めるための啓発・広報活動

職
業
能
力
開
発
支
援
業
務

仕事を通じて自らの能力を存分に発揮し、生き生きと活躍できる社会の実現

○雇用のセーフティネットとしての求職者を対象とした職業訓練
○非正規雇用労働者等を対象としたオンラインによる職業訓練
○高度なものづくりを支える人材の養成
○在職者を対象とした職業訓練や事業主への相談・援助�
　（リスキリング・学び直し、中小企業でのDX人材育成の推進の支援）
○職業訓練指導員の養成

HP の「マンガで考える
高齢者雇用」コーナーなどに
登場しているペン田ギン子です

障害者技能競技大会
（アビリンピック）の

マスコットキャラクターです

公的職業訓練
（ハロートレーニング）の
キャラクターです

■ 役割の概要  ■
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　JEED は、若者、女性、高齢者、障害者等の働く意欲のある全ての人々がその能力を最大限発
揮できるよう、全国組織として質の高い支援を展開し、こうした取組みを通じて SDGs を支援してい
ます。

【参考：JEEDのシンボルマークのご紹介】
このデザインは高年齢者及び障害者並びに求職者その他の労働者と�
その雇用を支援する機構や社会の姿をあらわしています。
　正式名称：独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構
　英文名称：�Japan Organization for Employment of the Elderly, �

Persons with Disabilities and Job Seekers        
　略　　称：ＪＥＥＤ（ジード）
　当機構HP：https://www.jeed.go.jp/

70 歳雇用推進プランナー等による相談・援助のイメージ 生涯現役社会の実現に向けたシンポジウム

アビリンピック競技大会風景 リワーク支援のイメージ

ロボットシステムコース訓練風景 機械部品の設計に関する訓練風景

高齢者
関係業務

障害者
雇用関係

業務

職業能力
開発業務
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2 70歳までの就業機会の確保に向けた
高齢者の雇用に関する相談・援助1高年齢者の雇用の安定のための

助成金の支給

65歳超雇用推進助成金
　この助成金は、高年齢者が意欲と能力のあ
る限り年齢に関わりなく働くことができる生
涯現役社会を実現するため事業主に対して助
成するものであり、次の３コースで構成され
ています。

●65歳超継続雇用促進コース
●高年齢者評価制度等雇用管理改善コース
●高年齢者無期雇用転換コース

65歳超雇用推進助成金
制度の詳細はこちら　➡

（https://www.jeed.go.jp/elderly/
subsidy/index.html）

　高年齢者雇用安定法が2021年4月に改正さ
れ、70歳までの就業機会の確保のための高年
齢者就業確保措置が努力義務化されたことに
伴い、これまで以上に、定年の引上げや継続
雇用延長等の条件整備に取り組むことが求め
られます。
　当機構では、社会保険労務士、中小企業診
断士、経営労務コンサルタント等、専門的・
実務的能力を有する人材を70歳雇用推進プラ
ンナー及び高年齢者雇用アドバイザーとして
委嘱し、70歳までの就業機会確保に向けた、
企業に対する定年引上げや継続雇用延長など
の具体的な制度改善に関する提案型の相談・
援助を行います。
　また、企業の要望に合わせて、職場管理者
に対する研修や中高年齢従業員に対するモチ
ベーションアップのための研修を行います。

　「生涯現役社会の実現」を目指して、「年齢にかかわりなく働ける企業」に向けた高年齢者の
雇用の安定に資する措置や高年齢者の雇用管理の改善、多様な就業機会の確保等に取り組む事
業主に対して、高年齢者雇用安定法に基づき、①助成金の支給、②高年齢者の雇用に関する技
術的事項について相談その他の支援、実践的手法の開発等の調査研究を行っています。

助成金の相談や申請等の受付は、各都道府県支部高齢・
障害者業務課（東京・大阪支部では高齢・障害者窓口サー
ビス課）で行っています。（所在地等は当機構ホームページ

（https://www.jeed.go.jp/location/index.html）をご覧ください。）

事業主

プランナー
アドバイザー J E E D

②提案型の
　相談・援助や
　各種研修の実施

①連携

③相談・援助
　実施後の
　フォローアップ

▲ 70 歳雇用推進プランナー・高年齢者雇用アドバイザーによる相談・援助

▲ 65 歳超雇用推進助成金制度説明動画
　 （令和 7年度版）

▲  �65 歳超雇用推進
助成金制度の

　 ご案内
　 （令和 7年度版）

▲ �70 歳雇用推進プランナー・高年齢者雇用アドバイザーによる相談・援助の流れ

■ 高年齢者雇用に関する事業主への支援 ■

申請事業主の方へ

歳超雇用推進助成金の申請について
独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構

高齢者助成部

高
年
齢
者
雇
用
の
支
援
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3 実践的手法の開発

　我が国においては少子高齢化の進行、将来の
労働力人口の低下等を踏まえ、高齢者が社会の
支え手として活躍していくことが不可欠となっ
ています。
　こうした中、「生涯現役社会の実現」を目指し
て、70歳までの就業機会を確保するために、企
業における高齢者を戦力化していくための課題
やニーズを十分に把握し、その解決や改善のた
めのポイントの明確化を行うとともに、高齢者
の職域拡大や賃金・人事処遇・研修プログラム
等に係る実践的手法の開発を行っています。
　開発した実践的手法は、報告書としてまとめ

るほか、その概要を企業に高齢者雇用に関する
取組の参考として現場で活用していただくため
の成果物としてホームページ等を通じて提供し
ています。また、70歳雇用推進プランナー及び
高年齢者雇用アドバイザーが、企業への相談・
援助活動を行う際の説明ツールとして、さらに
は自らの知識、相談・援助スキルの向上のため
の教材としても活用しています。
　なお、この成果物は、テレビ・新聞・雑誌等
のニュースや解説記事などにおいて活用される
こともあります。

▲ �データでみる70歳以上の定年・継続雇用制度
の導入効果と工夫

データでみる
７０歳以上の定年・継続雇用制度の

導入効果と工夫

(JEED)

らしく、はたらく、
ともに

▲ 70 歳雇用推進マニュアル ▲ 70 歳雇用推進事例集　

▲ 産業別高齢者雇用推進ガイドライン

令和７年９月

一般社団法人 全日本指定自動車教習所協会連合会
指定自動車教習所業高齢者雇用推進委員会

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構委託
産業別高齢者雇用推進事業

指定自動車教習所業における
高齢者雇用推進に向けた

ガイドライン
～高齢教習指導員のさらなる活躍のために～

高
年
齢
者
雇
用
の
支
援
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高齢者雇用啓発誌「エルダー」▶

▲ 高年齢者活躍企業フォーラム（コンテスト表彰式）

▲ 生涯現役社会の実現に向けたシンポジウム

■ 高年齢者雇用に関する啓発活動の実施 ■

1高年齢者活躍企業コンテストの
実施

　企業における高年齢者雇用の促進に関する職場改
善事例等を募集し、コンテストを実施しています。
好事例については、毎年10月の高年齢者就業支援
月間に開催する「高年齢者活躍企業フォーラム」に
おいて表彰を行うとともに、その取組事例の発表を
行っています。

2シンポジウム・
地域ワークショップの開催

　例年、高年齢者雇用の促進に資するため、「シニア
人材の戦力化」や「キャリア・リスキリング」等をテー
マとしたシンポジウムを開催している他、全国47
都道府県において、地域企業の創意工夫等による高
年齢者雇用の改善事例の発表と意見交換等を行う地
域ワークショップを開催しています。

3高年齢者活躍企業事例サイトの
運用等

　70歳までの就業機会の確保に向けた定年引上
げ等を実施した企業事例の充実に取り組んでお
り、企業の具体的な対応事例等を掲載した「高年
齢者活躍企業事例サイト」の運営や、高年齢者雇
用の自主的な取組を支援する各種ツール等の提供
により、広く国民及び企業に周知を図り、「生涯
現役社会の実現」に向けた気運の醸成に努めてい
ます。

　「生涯現役社会の実現」を目指すため、「年齢にかかわりなく働け
る企業」の普及啓発及び促進を図り、70 歳以上までの就業機会の確
保に向けた継続雇用延長や、定年引上げ等の制度改善提案を進めて
いくために、先進事例の収集、事業主向け啓発誌「エルダー」の発行、
情報提供等を行っています。

▲ �高年齢者活躍企業事例サイト
　 （URL：https://www.elder.jeed.go.jp）

高
年
齢
者
雇
用
の
支
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1障害者に対するサービス 2事業主に対するサービス

地域障害者職業センター（47都道府県）

　障害者の就職の促進と職場定着を図るため、地域障害者職業センター及び広域障害者職業セ
ンター／障害者職業能力開発校では、障害者・事業主等の多様なニーズに対応した職業リハビ
リテーションサービスを提供しています。

「障害者の雇用の促進等に関する法律」では、「職業リハビリテーション」とは、「障害者に対して職業指導、職業訓練、職業紹介その他この法律に定める措置を講じ、 
その職業生活における自立を図ることをいう。」（第 2条第 7号）と定義されています。

　障害者職業カウンセラーが配置され、公共職業安定所（ハローワーク）、障害者就業・生活支援
センター、病院、特別支援学校等の関係機関との密接な連携の下、各都道府県における中核的な
職業リハビリテーション機関として、地域に密着した職業リハビリテーションサービスを提供し
ています。

職業評価・職業指導

　就職の希望等を把握した上で職業能力等を評
価するとともに、必要な相談・指導を行い、こ
れらを基に、個々の状況に応じて就職及び職場
適応に必要な支援内容・方法等を記載した「職業
リハビリテーション計画」を策定します。

職業準備支援

　就職又は職場適応に必要な職業上の課題の把
握とその改善を図るための支援、職業に関する
知識の習得のための支援、社会生活技能等の向
上を図るための支援を行います。
　一人ひとりの障害状況や職業的課題に応じ、
個別カリキュラムを設定し、オーダーメイドの
支援を行います。支援終了後は、ハローワーク
による職業紹介、ジョブコーチによる支援等に
つなげていきます。

【職業的課題と支援内容の例】
・仕事の選び方について考えたい
⇒模擬的就労場面を通した作業の体験

・職場での人間関係が不安
⇒対人スキル向上のための講座の受講

・職場でストレスを溜めやすい⇒ストレス対処講座の受講
・就職活動の方法を学びたい	 ⇒履歴書の作成、面接練習

その他

　障害者雇用率制度等の雇用対策の対象となる
知的障害者に該当するかどうか、またその障害
程度が重度であるかどうかに関する判定業務を
行っています。

　障害者の新規雇い入れ、在職者の職場適応や
キャリアアップ、休職者の職場復帰等、障害者
雇用に係る様々な支援を実施しています。また、
障害者雇用に関する事業主のニーズや雇用管理
上の課題を分析した上で、必要に応じ「事業主
支援計画」を作成して、専門的な支援を体系的
に行います。
　具体的には、事業主が企画する社員研修の実 
施にあたっての助言や講師協力、職務創出に関
する助言等を行います。また、グループワーク
等を通じて雇用管理上の課題解決の糸口を掴ん
でいただく ｢事業主支援ワークショップ｣を開催
します。

▲ 事業主支援ワークショップ

■ 職業リハビリテーションサービスの推進 ■
障
害
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3障害者及び事業主に対するサービス

4地域の関係機関に対するサービス

ジョブコーチによる支援

　精神障害者、発達障害者等が円滑に職場に適
応することができるよう、ジョブコーチが事業

所を訪問し、障害者及
び事業主に対して、障
害特性を踏まえた直接
的・専門的な支援を行
います。

精神障害者総合雇用支援

　精神障害者及び事業主を対象に、精神障害者
の新規雇い入れ、職場復帰、雇用継続のための
様々なニーズに対して、主治医との連携の下で、
専門的・総合的な支援を行います。

❶職場復帰支援
　休職中の精神障害者が円滑に職場復帰を進め
ていくための支援を行います。

◦職場復帰のコーディネート
　まず、精神障害者・事業主・主治医との相談
等を通じて、職場復帰に向けた活動の進め方や
目標について、3者の合意形成を図ります。

◦リワーク支援
　「リワーク支援計画」に基づき、精神障害者に
対して、センター内での作業や講習を通じて、
生活リズムの立て直し、集中力・持続力の向上、
体調の自己管理、ストレス対処等の適応力向上
の支援を行います。事業主に対しては、職場の
受入体制の整備（復職計画の策定、上司、同僚
等のサポート体制構築等）についての支援を行
い、職場復帰につなげていきます。

❷雇用促進支援及び雇用継続支援
　精神障害者が就職や職場適応を円滑に進めるこ
とができるように、個々人の状況に応じて策定す
る「職業リハビリテーション計画」に基づき、精
神障害者に対して、職業準備支援、職場適応指導
等を行います。事業主に対しては、精神障害者の
雇い入れや雇用継続を円滑に進めることができる
ように、採用計画等を含む雇用管理に関する助言・
援助を行います。また、必要に応じて、障害者の
職場定着をサポートするため、ジョブコーチによ
る支援を行います。

職業リハビリテーションに関する助言・援助

　各地域における職業リハビリテーションサービ
スの中核機関として、ハローワーク、就労支援機関
等との密接な連携の下で業務を行っています。
　障害者就業・生活支援センター、就労移行支援
事業所等の関係機関に対しては、支援計画の策定
や支援の実施方法、他機関との連携方法等の職業
リハビリテーションに関する技術的な助言・援助
を行っています。

職業リハビリテーションの専門的な人材育成

❶�障害者の就労支援に関する基礎的研修
　雇用・福祉分野の人材が両分野に求められる
知識等を習得することを目指す「障害者の就労支
援に関する基礎的研修」について、総合センター
が実施するオンデマンド研修と地域センターが
実施する集合研修を組み合わせて実施します。
　また、基礎的研修の雇用分野の内容を補完す
るとともに、体系的な人材育成につなげる契機
とするものとして基礎的研修フォローアップ研
修を実施します。

❷職場適応援助者（ジョブコーチ）養成研修
　職場適応援助者（ジョブコーチ）養成研修（12
ページ参照）のうち、事業所での実習等を中心
とした実技研修を実施しています。
　また、ジョブコーチ養成研修の修了者を対象
とした、職場適応援助に係る実践ノウハウの習
得のためのサポート研修を実施しています。

▲ ストレス対処講習場面

▲ 支援場面

障
害
者
の
雇
用
支
援

9

●  

職
業
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
サ
ー
ビ
ス
の
推
進



国立職業リハビリテーションセンター（埼玉県所沢市）

国立吉備高原職業リハビリテーションセンター
（岡山県加賀郡吉備中央町）

　障害者職業カウンセラー、職業訓練指導員（テクノインストラクター）を配置して、医療リハビリテー
ションとの連携を図りながら、職業評価、職業指導、職業訓練（ハロートレーニング）等の職業リハビ
リテーションサービスを提供しています。
　国立職業リハビリテーションセンター及び国立吉備高原職業リハビリテーションセンターでは、全
国の広範な地域から、精神障害者、発達障害者、高次脳機能障害者等を含む職業訓練上特別な支援を
要する障害者（特別支援障害者）を積極的に受け入れ、先導的な職業訓練を実施しています。
　また、その成果をもとに、障害者職業訓練推進交流プラザ等を通じて、特別支援障害者に対する職
業訓練の内容、指導技法等を他の障害者職業能力開発校等へ普及するとともに、特別支援障害者等向
け訓練コースの設置・運営の支援に取り組むことにより、障害者職業訓練全般の水準向上を図ってい
ます。

　中央広域障害者職業センターと中央障害者職
業能力開発校から構成され、隣接する国立障害
者リハビリテーションセンターと密接な連携を
図りながら、障害者職業カウンセラーと職業訓
練指導員を配置して、職業評価、職業指導、職
業訓練等を一貫した体系の中で実施しています。

　吉備高原広域障害者職業センターと吉備高原
障害者職業能力開発校から構成され、同一敷地
内に設置されている独立行政法人労働者健康安
全機構所管の吉備高原医療リハビリテーション
センターと密接な連携を図りながら、障害者職
業カウンセラーと職業訓練指導員を配置して、
職業評価、職業指導、職業訓練等を一貫した体
系の中で実施しています。

〔訓練科〕
機械製図科　電子機器科　テクニカルオペレーショ
ン科　建築設計科　OAシステム科　DTP・Web 
技術科　経理事務科　OA事務科　オフィスワーク
科　物流・資材管理科　アシスタントワーク科※1

※１�　事務、販売、物流、飲食、清掃等のサービス業務における補助作業
の遂行に求められる技能及び知識の習得を目指す科です（訓練コース：
オフィスアシスタント、販売・物流ワーク、サービスワーク）。

〔訓練科〕
機械製図科　電子機器科　システム設計科　経理事
務科　OA 事務科　アシスタントワーク科

▲ アクセス機器操作（視覚障害者情報アクセスコース）
　 パソコン画面の文字を音声で確認しながら入力作業を行う様子

▲ ドローン機器操作

広域障害者職業センター／障害者職業能力開発校
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1職業リハビリテーションに
関する調査・研究

ニーズを踏まえた研究の展開

　障害者の職業リハビリテーションに関する施
策の充実や、地域障害者職業センターをはじめ
障害者就業・生活支援センター、病院、特別支
援学校等での就業支援技術の向上のため、障害
者を取り巻く状況や障害者施策の動向等を踏ま
えて、次の4点に重点を置いた調査・研究を行っ
ています。

❶�発達障害、精神障害、高次脳機能障害及び難
病者等の職業リハビリテーションに関する先
駆的な研究

●「職場における実行機能の困難への対処方
法に関する調査研究」「発達障害のある者の
キャリア発達に応じた就労支援の実態に関
する研究」

❷�職業リハビリテーション業務を行う地域障害
者職業センター等の現場の課題解決に資する
ための研究

●「中小企業における障害者雇用の段階に応
じた取組に関する調査研究」

❸�地域の就労支援機関向けの有効な支援ツール
等の開発のための研究

●「『就労支援のためのアセスメントシート』
の効果的な活用方法に関する研究」

❹�国の政策立案に資する研究

●「若年性認知症者の就労状況と支援の実態
及び課題に関する調査研究」「週20時間未
満による障害者の働き方に関するニーズと
雇用実態に関する調査研究」「障害のある労
働者の職業サイクルに関する調査研究　全
8期総合分析」「障害者雇用の取組と企業価
値等の関係性に関する研究」

研究成果の普及・活用

　研究の成果は、調査研究報告書、資料シリーズ、
マニュアルとしてとりまとめ、関係施設、行政
機関、事業主・事業主団体等に広く配付してい
ます。
　また、開発したツールは、就労支援機関等に
提供して、就業支援の現場で活用していただい
ています。

▲ マニュアル等

報告書等の詳細はこちら　➡
（https://www.nivr.jeed.go.jp/
research/index.html#report）

職業リハビリテーション研究・実践発表会

　職業リハビリテーションに関する調査研究や実
践の成果を広
く周知すると
ともに、参加
者の間で意見
交換、経験交
流等を行う目
的で毎年開催
しています。

第33回職業リハビリテーション研究・
実践発表会の詳細はこちら　➡
（https://www.nivr.jeed.go.jp/
vr/33kaisai.html）

▲ �第 33回職業リハビリテーション研究・実践発表会
（ポスター発表の様子）

　障害者職業総合センターでは、職業リハビリテーションサービスの基盤整備と質的向上を図
るため、職業リハビリテーションサービスに関する調査・研究、技法の開発及び専門職員の養成・
研修を行っています。

■ 職業リハビリテーションに関する研究・研修 ■
障
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2 効果的な職業リハビリテーション
技法の開発及び普及

3 職業リハビリテーションに
関する専門職員の養成・研修

　発達障害者や精神障害者等これまでの支援技
法では効果の現れにくい障害者に対する先駆的
な職業リハビリテーション技法等の開発・改良
を行っています。
　これらの方々に対する実際の支援を通じて開
発した効果的な支援技法は、「実践報告書」、「支
援マニュアル」にとりまとめて、地域障害者職業
センターをはじめ就労支援機関等に提供すると
ともに、支援技法普及講習を実施しています。

障害者職業カウンセラー等研修

　地域障害者職業センターや広域障害者職業
センター等に配置している障害者職業カウンセ
ラーや職業訓練指導員に対して、職業リハビリ
テーションの専門職としての知識、技術を付与
する研修を、職位や経験年数に応じて体系的に
実施し、資質の向上を図っています。

職業リハビリテーションに関する各種研修

　障害者就業・生活支援センター、その他医療、
福祉、教育等の関係機関における障害者の就業
支援の担当者を対象に、職業リハビリテーション
に関する知識や就業支援に必要な技術の習得、資
質の向上を図るため、次の研修を実施しています。

❶�職場適応援助者（ジョブコーチ）養成のための研修
　地域障害者職業センターに配置するジョブ
コーチや、福祉施設等に所属する訪問型ジョブ
コーチ、企業に所属する企業在籍型ジョブコー
チを養成する研修です。
　この研修は、障害者職業総合センター及び大阪
障害者職業センターで実施する集合研修と地域障
害者職業センターで実施する実技研修を組み合わ
せることにより、ジョブコーチとなるために必要

な専門的知識や支援技術の習得を図っています。
　また、一定の実務経験を有するジョブコーチを
対象に、他のジョブコーチに対してスーパーバイ
ズ等を行う指導者として必要な知識・技能を習得
することを目的とした「上級職場適応援助者養成研
修」を、令和８年度から実施します。

❷障害者就業・生活支援センター就業支援
　担当者を対象とした研修

　障害者就業・生活支援センターの就業支援担
当者を対象とした、業務遂行上必要な知識や支
援技術の習得のための研修や、支援スキル向上
のための研修のほか、主任就業支援担当者を対
象とした、センターの業務運営や職員のスーパー
バイズのノウハウなどの習得のための研修を実
施しています。

❸�医療・福祉等の分野における職業リハビリテー
ション実務者研修
　障害者の就業支援に関して基礎的な知識・ス
キルがあり、1年以上の実務経験を有する者を
対象に、障害者及び企業に対する支援の実践的
な知識・スキルを付与する研修として、ステッ
プアップ研修Ⅰを実施します。
　また、基本的な各障害特性と特性に応じたア
セスメントや支援方法及び企業への支援方法に
ついて理解しており、2年以上の実務経験があ
る者を対象に、機構の調査研究・支援技法開発
の成果を踏まえた専門的な知識・スキルを付与
するための研修として、ステップアップ研修Ⅱ
を実施します。
　その他、障害者の就業支援機関及び関係領域
の支援者を対象に、就業支援の動向を踏まえた
知識・スキルを付与する研修として、就業支援
テーマ別研修を実施します。

▲ 実践報告書 ▲ �支援マニュアル

41

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構
障害者職業総合センター職業センターISSN 1881－0381

職場復帰に向けた調整のための
効果的なアセスメントの
実施方法

職場復帰に向けた調整のための
効果的なアセスメントの
実施方法

職場復帰に向けた調整のための
効果的なアセスメントの
実施方法

令
和
七
年
三
月
　
独
立
行
政
法
人
高
齢
・
障
害
・
求
職
者
雇
用
支
援
機
構
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め
の
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メ
ン
ト
の
実
施
方
法

案 

②

実 践 報 告 書
令和 7 年３月

ジョブデザイン・サポートプログラムジョブデザイン・サポートプログラムジョブデザイン・サポートプログラム

41

実
践
報
告
書

42実 践 報 告 書
令和 7 年３月

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構
障害者職業総合センター職業センターISSN 1881－0381

高次脳機能障害者の自己理解を
進めるための支援技法の開発
高次脳機能障害者の自己理解を
進めるための支援技法の開発
高次脳機能障害者の自己理解を
進めるための支援技法の開発

案
②

42

実
践
報
告
書

令
和
七
年
三
月
　
独
立
行
政
法
人
高
齢
・
障
害
・
求
職
者
雇
用
支
援
機
構

高
次
脳
機
能
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害
者
の
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己
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解
を
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め
る
た
め
の
支
援
技
法
の
開
発

DIC2012

28支援マニュアル

28

支
援
マ
ニ
ュ
ア
ル

令和7年3月

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構
障害者職業総合センター職業センター

発達障害者の
障害特性を踏まえた
相談の進め方

発
達
障
害
者
の
障
害
特
性
を
踏
ま
え
た
相
談
の
進
め
方

令和7年3月

令
和
七
年
三
月
　
独
立
行
政
法
人
高
齢
・
障
害
・
求
職
者
雇
用
支
援
機
構

障害者
独立

▲ 演習の様子

▲ 専門職員の研修の様子
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1障害者雇用納付金の申告・納付

　常時雇用している労働者の数が100人を超え
る事業主は障害者雇用納付金の申告が必要です。
　上記事業主のうち法定雇用率（2.5％、令和8年
7月から2.7％）未達成の事業主は、法定雇用障害
者数に不足する障害者数に応じて1人月額50,000
円の「障害者雇用納付金」の納付が必要です。

　常時雇用している労働者の数が100人を超え
る事業主で法定雇用率（2.5％、令和8年7月から
2.7％）を超えて障害者を雇用している場合は、
法定雇用率を超えて雇用している障害者数に応じ
て1人月額29,000円（※）の「障害者雇用調整金」
を事業主の申請に基づき支給します。
（※　支給対象人数が年120人月を超える場合には、当該超過人数分への支給
額が１人月額23,000円となります。）

　常時雇用している労働者の数が100人以下の
事業主で各月の常時雇用している障害者の数の
年度間合計数が一定数（各月の常時雇用している
労働者の数の4%の年度間合計数又は72人のい
ずれか多い数）を超えて雇用している場合は、そ
の一定数を超えて雇用している障害者数に応じ
て1人月額21,000（※）の「報奨金」を事業主の
申請に基づき支給します。
（※　支給対象人数が年 420 人月を超える場合には、当該超過人数分への支
給額が１人月額 16,000 円となります。）

　在宅就業障害者に仕事を発注し、支払った業
務の対価に応じた額を、常時雇用している労働
者の数が100人を超える事業主に対しては「在
宅就業障害者特例調整金」として、報奨金の支
給要件を満たした事業主に対しては「在宅就業
障害者特例報奨金」として、事業主の申請に基
づき支給します。

2障害者雇用調整金の支給

3報奨金の支給

　障害者（身体障害者、知的障害者及び精神障害者。以下同じ。）を雇用するには、作業施設や
設備の改善、職場環境の整備、特別な雇用管理等が必要とされることが多く、経済的負担が伴
うことから、雇用義務を履行している事業主と履行していない事業主とでは経済的負担に差が
生じることとなります。
　障害者雇用納付金制度は、障害者を雇用することは事業主が共同して果たしていくべき責任で
あるという社会連帯責任の理念に立って、事業主間の障害者雇用に伴う経済的負担の調整を図る
とともに、障害者を雇用する事業主に対して助成、援助を行うことにより、障害者の雇用の促進
と職業の安定を図るため、「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき設けられた制度です。

■ 障害者雇用納付金制度（納付金、調整金、報奨金等、助成金） ■

▲令和 8年度 障害者雇用納付金制度申告申請書記入説明書

4在宅就業障害者特例調整金、
在宅就業障害者特例報奨金の支給
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障害者雇用納付金関係助成金
制度の詳細については、各種
助成金のごあんない及び説明
動画をご覧ください。➡

（https://www.jeed.go.jp/
disability/subsidy/news/
setsumeidouga_of_01.html）

　障害者を新たに雇い入れたり、障害者の雇用
を継続するために、施設や設備の整備をしたり、
雇用管理を図るために特別な措置を実施する場
合に、その費用の一部を助成しています。

●障害者作業施設設置等助成金
●障害者福祉施設設置等助成金
●障害者介助等助成金
●職場適応援助者助成金
●重度障害者等通勤対策助成金
●重度障害者多数雇用事業所施設設置等助成金
●障害者能力開発助成金
●障害者雇用相談援助助成金

障害者雇用の助成金制度の
詳細はこちら　➡
（https://www.jeed.go.jp/
disability/subsidy/index.html）

納付金制度の適正な運営を図るため、障害者雇
用納付金の申告事業主、障害者雇用調整金等の
申請事業主、助成金等の支給対象事業主に対す
る調査を行っています。

事業主調査

障害者雇用調整金、報奨金及び助成金等の申請や障
害者雇用納付金の申告の受付は、各都道府県支部高
齢・障害者業務課（東京・大阪支部では高齢・障害
者窓口サービス課）で行っています。

（所在地等は当機構ホームページ（https://www.
jeed.go.jp/location/index.html）をご覧ください。）

納付金等の申告申請書の作成・提出は、電子申告
申請システムをご活用ください。
https://www.nofu.jeed.go.jp/Nofu_Densi/

▲ 障害者雇用納付金関係助成金に関する説明動画

▲ 納付金制度に係る解説動画
　 （上：制度編、下：電子申告申請システム編）

5助成金

障害者雇用納付金制度の詳細について
は、記入説明書及び解説動
画をご覧ください。　➡
（https://www.jeed.
go.jp/disability/levy_
grant_system_about_
procedure.html）
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1

2

障害者職業生活相談員
資格認定講習の実施

事業主に対する情報提供事業主に対する相談・援助等 3

　障害者を5人以上雇用する事業所については、
障害者の雇用の促進等に関する法律により、障害
者の職業生活全般にわたる相談・指導を行う障
害者職業生活相談員を選任することが義務づけ
られており、その資格認定講習を実施しています。

❶地域障害者職業センターにおける相談・援助
　地域障害者職業センターでは、障害者を雇用
しようとする事業主や既に雇用している事業主
からの雇用管理面の相談に対し、必要に応じて
個々の事業主の障害者雇用に関するニーズや雇
用管理上の課題を分析した「事業主支援計画」を
策定して、体系的な支援を行っています。
（8ページ参照）

❷�障害者雇用支援人材ネットワーク事業
　障害者雇用支援ネットワークコーディネーター
による事業所の規模や業種の特性に応じた雇用管
理に関する相談・援助を行っています。
　また、障害者の雇用管理に関する支援を必要とす
る事業所に、さまざまな分野の専門家である「障害
者雇用管理サポーター」の紹介・派遣を行っています。
障害者雇用管理サポーターの情報をホームペー
ジで紹介しています。
「障害者雇用支援人材ネットワークシステム」
https://shienjinzai.jeed.go.jp/

❸就労支援機器等普及啓発事業
　障害者を雇用する事業主等を対象として、就
労支援機器を一定期間無料で貸出しています。
また、貸出しに当たっては、職場環境や障害特
性等に応じて適切な機器が選定できるよう相談
を行っています。
　貸出しのご相談は、就労支援機器貸出・相談
窓口（東京都墨田区） で行っています。
TEL：03-5638-2792
「就労支援機器のページ」
https://www.kiki.jeed.go.jp/

❶マニュアル等の提供
　障害者の雇用管理ノウハウをまとめたマニュ
アルの提供、職場改善好事例の紹介、動画（Ｄ
ＶＤ）の貸出しを行っています。また、マニュ
アル等の内容はホームページで紹介しています。
「各種資料（ハンドブック・マニュアル等）」
https://www.jeed.go.jp/disability/
data/handbook/index.html

❷障害者雇用事例の提供
　障害者雇用について創意工夫等を行い積極的
に取り組んでいる事業所の事例（モデル事例）や、
合理的配慮の提供に関する事例をホームページ
で紹介しています。
「障害者雇用事例リファレンスサービス」
https://www.ref.jeed.go.jp/

❸在宅雇用・就業の情報提供
　重度障害者の在宅就業の普及を図るため、在
宅勤務の事例や在宅就業を支援する団体等を
ホームページで紹介しています。
「チャレンジホームオフィス（障害者の在宅就業
支援ホームページ）」
https://www.challenge.jeed.go.jp/

▲ パーテーション
　（感覚過敏の方用）

▲ 拡大読書器（視覚障害者用）

▲ �はじめての障害者雇用�
～事業主のためのＱ＆Ａ～

▲ �障害者の加齢に伴う課題の克服
や就業継続に向けた職場改善
ケースブック

■ 障害者雇用に関する事業主への支援 ■
障
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1 2障害者の技能競技大会の開催 国際アビリンピックへの選手派遣

全国障害者技能競技大会（全国アビリンピック）
　障害のある方々が日ごろ培った技能を互いに競
い合うことにより、その職業能力の向上を図るとと
もに、企業や社会一般の人々が障害のある方々に
対する理解と認識を深め、雇用の促進を図ること
を目的として、1972年（昭和47年）から障害の
ある方々の技能競技大会を毎年開催しています。

　また、全国アビリンピックの一環として、障
害者の雇用について企業や社会の理解を深め、
具体的な取組を促進するための障害者雇用に関
わる展示、実演、体験コーナーなどの総合的な
イベントを「障害者ワークフェア」として開催し、
障害者の雇用促進等に関する情報発信を行って
います。

地方アビリンピック
　毎年度各都道府県でも技能競技大会を開催して
おり、各都道府県における障害者雇用の促進を図
るとともに、優秀な成績を収めた方が全国アビリ
ンピックに出場しています。

　国際アビリンピックは、1981年（昭和56年）の「国
際障害者年」を記念して東京で第１回大会が開催され
た日本を発祥とする国際大会です。全国アビリンピッ
クで優秀な成績を収めた選手から選手団を編成して
派遣しています。おおむね４年ごとに第10回まで開
催されており、次回の第11回大会は2027年5月に
フィンランドのヘルシンキで開催されます。

　障害者雇用
への理解と関
心を深めるた
め、毎年９月
を障害者雇用
支援月間とし
て、障害者の
雇用に積極的
な優良事業所等を表彰しています。また、障害
のある方が描いた絵画やその働いている姿を撮
影した写真を募集する「障害者雇用支援月間にお
ける絵画・写真コンテスト」を実施し、優秀作品
をもとに月間ポスターを作成するとともに、入
賞作品展示会等を全国6か所で開催しています。
　さらに、身近な障害者雇用問題を取り上げた事
業主向け啓発誌「働く広場」を毎月発行しています。

3
障害者雇用優良事業所等表彰の
実施、絵画・写真コンテスト＆ 
入賞作品展示会の開催

◀ �障害者ワークフェア
　（第 45回愛知大会）

◀ フラワーアレンジ
　 メント種目の競技
　 風景
　 （第 45回愛知大会）

▲ 障害者雇用支援月間ポスター▲ 障害者雇用啓発誌「働く広場」

■ 障害者雇用に関する啓発活動の実施 ■

▲ 令和 7年度障害者雇用優良事業所等表彰式

アビリンピックマスコット　
キャラクター　 ▶

全国アビリンピック　
詳しくはこちら▶

▲ 第 10 回国際アビリンピック記録映像
　 ／チームジャパンの挑戦

▲ 記録映像の動画はこちら
　（Youtube にて公開中 )
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1主な訓練コース

機械分野（機械系）
●テクニカルオペレーション科
　機械や生産設備等の製造における図面作成や工
作機械による部品等の加工の技術者としての就職を
目指します。
就職先の主な仕事　CADオペレーター、機械加工

●金属加工科
　金属を曲げたり溶接を行う事で製品を製造する
金属加工の技能者としての就職を目指します。
就職先の主な仕事　機械板金、溶接

電気・電子分野（電気・電子系）
●電気設備技術科
　建物等の電気設備の施工や保全の技能者として
の就職を目指します。
就職先の主な仕事　電気設備工事、制御盤製作

●スマート生産サポート科
　工場におけるＩＣＴ技術を活用した生産支援システ
ムの開発や保全の技能者としての就職を目指します。
就職先の主な仕事　生産支援システム開発・保全、
　　　　　　　　　生産設備のネットワーク保守・管理

建築・設備分野（居住系）
●ビル管理技術科
　ビル及びマンション等の建物に関する電気設
備、空調設備、消防設備及び給排水設備の保守管
理の技能者としての就職を目指します。
就職先の主な仕事　ビル設備管理、
　　　　　　　　　建築設備点検・整備

●住宅リフォーム技術科
　木造住宅における施工及び管理や図面作成等の
技能者としての就職を目指します。
就職先の主な仕事　内装・外装施工、建築施工管理、
　　　　　　　　　リフォームアドバイザー

　ものづくり分野未経験の方でも基礎から段階的に安心して学べます。

　ものづくり分野への早期再就職に向けた標準6か月の職業訓練（ハロートレーニング）を実施しており、
各地域の人材ニーズに応じた実習が中心のカリキュラムにより、効果・効率的に職業能力を習得できます。
※ポリテクセンター大阪港では実施していません。

▲ CAD実習
　 （テクニカルオペレーション科）

▲ 電気設備工事・竣工検査
　 （電気設備技術科）

▲ ボイラー設備操作点検実習
　 （ビル管理技術科）

▲ 溶接実習
　（金属加工科）

▲ 生産支援システム開発実習
　 （スマート生産サポート科）

▲ 住宅施工実習
　 （住宅リフォーム技術科）

職業能力開発促進センター・訓練センター（ポリテクセンター）

■ 離職者の早期再就職に向けた職業訓練の実施 ■
職
業
能
力
開
発
の
支
援

17

●  

離
職
者
の
早
期
再
就
職
に
向
け
た
職
業
訓
練
の
実
施



2

3導入訓練（橋渡し訓練）

企業実習付きコース（日本版デュアルシステム）

　ポリテクセンターでの実習や座学の訓練と企業での職場実
習とを組み合わせた職業訓練を通じて、生産現場における実践
的な技能・技術等を身に付けた人材を育成するシステムです。

　コミュニケーション能力やビジネスマナーなどの習得を通
して、キャリアビジョンや訓練志望動機を再確認し、標準�
6か月の職業訓練へ導くための、概ね1か月程度の訓練です。

施設内訓練と企業実習を組み合わせた訓練

実習+座学

●ポリテクセンター ●訓練受け入れに
　賛同した企業

企業実習

標準6か月の職業訓練へ導く訓練

受講後導入訓練
（橋渡し訓練）

職業訓練（標準6か月）

主な特徴

　パート・アルバイト・派遣社員等の非正規雇用で働く方々に対して、働
きながらでも学びやすいオンラインを活用した職業訓練を民間教育訓練機
関等へ委託し、実施しています。
　なお、訓練は受講者が自由な時間に学習できる e ラーニング形式で実施
し、オンライン掲示板・メール等を活用した受講継続勧奨や学習の進捗状
況に応じた伴走支援を行うとともに、資格を有するキャリアコンサルタン
トによるキャリアコンサルティングを実施するなどの支援を行っています。

■ 非正規雇用労働者等のキャリアアップに向けた職業訓練の実施 ■

未経験から学べる
　ものづくり分野の現場で最低限必要とされる技能・
技術、知識について、職業訓練指導員（テクノインスト
ラクター）が基礎から段階的に丁寧に指導するので、安
心して受講できます。
　ものづくり分野の未経験者向けに設定されたカリ
キュラムです。

きめ細かい就職支援
　訓練受講者に対し、就職相談、面接指導、企業説明会、
求人情報を提供するほか、職業訓練指導員（テクノイン
ストラクター）による積極的な企業訪問や面接への同行
など、再就職に向けて入所時から修了後まで一貫した
就職支援を行っています。
　また、企業に
対して訓練受講
者の求職情報を
提供することで、
企業から訓練受
講者を指名した
求人を受け付け
ています。

受講料が無料
　職業訓練の受講料は無料です。ただし、テキスト代等
は自己負担となります。雇用保険の受給対象の方は、ハ
ローワークから各種手当の支給を受けながら訓練を受講
することができます。雇用保険の受給対象とはならない
方も職業訓練受講給付金の対象となる場合があります。

子育て、介護等を行いながら働くことを 
希望する方に向けた支援

　子育て中の方が子供を保育所に預けて職業訓練を受
講できるよう、訓練受講中の託児サービスの提供を行っ
ています。
　また、一部地域では、子育てや介護等を行いながら
仕事への復帰を目指す方が受講しやすい短時間（１日４
時間、４か月）の職業訓練コースも実施しています。

▲ 就職相談 ▲ 託児サービス利用
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1教育訓練システム

　我が国の産業の基盤となる「高度なものづくりを支える人材」を育成しています。

　産業の基盤となる高度なものづくりを支える人材を育成するため、技術革新の進展や、産業構造の
変化に応じた理論と技能・技術を有機的に結び付けた実学融合の教育訓練システムにより、ものづく
りの基本を習得し、最新の技能・技術に対応できる高度実践技能者を育成しています。

●専門課程（２年制）
　高校卒業者等の方々を対象に、技術革新に対
応できる高度な知識と技能・技術を兼ね備えた
実践技能者（テクニシャン・エンジニア）を育
成しています。
○主な設置訓練科
生産技術科・電気エネルギー制御科・電子情報技術科・　
住居環境科・建築科・港湾流通科

●応用課程（２年制）
　専門課程修了者等の方々を対象に、産業界
や地域ニーズに応じて、新製品の開発、生産
工程の構築等に対応できる将来の生産技術・
生産管理部門のリーダーを育成しています。
○主な設置訓練科
生産機械システム技術科・生産電気システム技術科・　　
生産電子情報システム技術科・建築施工システム技術科

●日本版デュアルシステム（２年制）
　高校卒業者、フリーター、再就職を目指す方々
を対象に、専門課程と同等の教育訓練と企業実
習とを行い、正社員就職を目指します。

●ものづくり現場に密着した訓練環境を整備
　●少人数制による教育訓練
　●充実した実験・実習設備
　●�企業の生産現場におけるインターンシップ

●高い就職率
　地域産業界との連携に重点を置き、人材ニー
ズに対応した教育訓練と学生に対するきめ細か
な就職指導を実施することにより、毎年ほぼ
100％の就職実績となっています。

応　用　課　程

1年次
専門分野の技能・技術を深めるとともに、
関連する技能・技術を習得し、それらを
活用する応用する力を身につける。

ワーキンググループ方式により、
生産現場に密着した製品の企画
開発から制作までの創造的・実践的な
ものづくり能力を身につける。

2年次

専　門　課　程

1年次 ものづくりに必要な基礎的な理論と基本的
な技能・技術を一体的に習得する。

ものづくりに必要な高度な理論と
技能・技術を習得し、生産現場に
必要な実践力を身につける。

2年次

製造部門

職業能力開発大学校・職業能力開発短期大学校（ポリテクカレッジ）

■ 産業の基盤を支える人材の育成 ■
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共同・受託研究

3ポリテックビジョン

地域社会との連携

▲ ものづくり体験教室

　地域の中小企業等が抱える技術力強化等の課
題解決のため、共同研究や受託研究を行い、省
力化や機能性向上等に関する技術的支援を通じ
て地域社会に貢献するとともに、地域産業界と
の連携を通じて、生産現場のノウハウや最新の
技術動向を把握し、実験・実習の授業の充実に
役立てています。

　右の写真は第６回沖縄海洋ロボットコンペティ
ション競技会（ROV部門）で優勝した海洋ロボット
を活用し、漁礁網検査用ロボットを開発した事例（ポ
リテクカレッジ島根における漁協組合との共同研究
事例）

　教育訓練や研究の成果物の展示や発表、もの
づくりに関する講演、ものづくり体験コーナー、
ロボット製作・競技会などのイベントを通じて、
“ものづくり”に関する高度で実践的な教育訓練
や研究開発の現状・水準などを、地域の企業や
高校等の教育機関の方々に紹介することを目的
として毎年開催しています。

▲ ものづくりに関する講演 ▲ 総合制作実習発表会

▲ 学生作品展示会

▲ ロボット競技大会

　ポリテクカレッジが有する「ものづくりのノウハ
ウ」等を活用し、地域と連携したイベントを開催し、
地域に根ざした大学校運営を行っています。

従業員の長期人材育成
　ポリテクカレッジには、企業の従業員が基
礎から応用までの技術を体系的に学べる「事業
主推薦制度（２年間）」があります。
　豊富な実習時間と充実した設備により、未
経験者の方でも実践的な技術を身につけるこ
とができます。国の助成金も利用できます。
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1従業員の能力開発に関する相談（「人材育成プラン」のご提案）

　全国の職業能力開発促進センター等に設置している「生産性向上人材育成支援センター」に
おいて、①従業員の能力開発に関する相談（「人材育成プラン」のご提案）②在職者訓練（能力
開発セミナー）、③生産性向上支援訓練、④職業訓練指導員（テクノインストラクター）の派遣
や施設設備等の貸出により、事業主及び事業主団体の皆様が行う生産性向上のための人材育成
を支援しています。人材育成に関するご相談は、最寄りの生産性向上人材育成支援センターま
でお問い合わせください。

職業能力開発促進センター・職業能力開発大学校等

　事業主及び事業主団体の皆様が抱える人材育成における課題解決のため、従業員の職業能力の
開発及び向上に向けた相談を行っています。相談においては、当機構が有するデータベース「職
業能力開発体系」※を活用した職業能力に関する課題の整理や、事業主及び事業主団体における
人材育成方策の取りまとめにより、課題にあわせた最適な「人材育成プラン」を提案します。

※「職業能力開発体系」とは？
　職業能力の開発及び向上に向けて、人材育成をどのように計画的・効果的に進めるかについて
整理するためのツールです。
　仕事・作業に必要な職業能力（知識、技能・技術）を段階的・体系的に整理した「職業能力の体系」と、
それらを身につけるための訓練カリキュラムを同様に整理した「職業訓練の体系」からなっています。

■ 従業員の能力開発に関する相談や在職者の職業訓練の実施等 ■

仕事・作業に必要な
職業能力の整理

従業員の
職業能力の把握

従業員育成の
目標設定

人材育成計画の
作成と研修の実施

・従業員の人材育成上の課題を整理したい・・
・職業能力の目標到達に向けた研修コースを選定したい・・

事業主の人材育成に関する悩み

　各業種の仕事・作業に必要な知識や技能・
技術を見える化した「職業能力の体系」モデ
ルデータを参照しながら、自社の仕事・作
業に必要な職業能力を洗い出し、従業員の
職業能力を評価します。

　多様な仕事に対応した当機構が有する訓
練カリキュラム（約4,000コース）を活用し
て、育成目標に対応した最適な研修計画を
ご提案します。

従業員の人材育成に必要な訓練コースを提案します。
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在職者訓練（能力開発セミナー）

生産性向上支援訓練

職業訓練指導員の派遣や施設設備等の貸出

●職業訓練指導員の派遣
　事業主の皆様が、従業員に対して研修を実施するに当たり、「どのような内容の研修を実施すれ
ばよいかわからない」、「講師を担う人材が不足している」といったお悩みをお持ちの場合、ご希望
に応じた研修を実施することができる職業訓練指導員を派遣します。
●施設設備等の貸出
　「研修を行いたいが場所がない」、「生産ラインを止められないので機器を使えない」といったお悩みをお持ち
の場合、ポリテクセンター及びポリテクカレッジの設備（教室、実習場、機器等）をご利用いただくことが可能です。

企業で働く方々を対象とし、仕事を遂行する上で必要な専門的知識及び技能・技術の向上を図るため
の短期間（２～５日間）の職業訓練です。
　在職者訓練では、「生産性や技能・技術の向上」や、「新たな製品づくり」といった企業の生産現場が抱える
課題解決のために、主に機械系、電気・電子系、居住系の“ものづくり分野”における、設計・開発、加工・
組立、工事・施工、検査、設備保全などの実習を中心とした訓練コースを体系的に実施しております。また、
ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）につながるデジタル技術に対応した訓練や、ＧＸ（グリーン・ト
ランスフォーメーション）につながる環境・エネルギー分野に関連する技術に対応した訓練も実施しています。
　なお、訓練は土曜、日曜、夜間などにも実施していますが、「公開されている訓練コースでは日程の都合が
合わない」、「自社の課題や目的に合った研修を実施したい」等、個別のご要望に応じた訓練コースをご提案す
ることも可能です。

機械系

▲ 難削材の切削加工実習

電気・電子系

▲ ロボット操作実習

居住系

▲ 戸建て住宅のインテリアパース制作実習

工程管理のポイントや見直
し及び改善を行う際の課題
とその解決方法など、生産
管理や生産現場の業務プロ
セスの改善に必要となる知
識や手法の習得を主な目的
としています。

生産・業務
プロセスの改善

既存の業務の効率化や業務
の改善、あるいは70歳まで
の就業機会の確保に向けた
中高年齢者の役割の変化へ
の対応やノウハウ継承に必
要となる知識や手法の習得
を主な目的としています。

横断的課題
マーケティングや広報戦略、
新商品の企画・開発やサー
ビスの高付加価値化を実現
するために必要となる知識
や手法の習得を主な目的と
しています。

売上げ増加
生産性を向上させるための
手法として IT を利活用する
上で必要となるネットワー
ク、データ活用、情報発信、
情報倫理・セキュリティに
関する知識・手法の習得を
主な目的としています。

IT 業務改善

生産性向上支援訓練は、生産管理、IoT・クラウド活用、組織マネジメント、マーケティング、データ
活用など、あらゆる産業分野の生産性向上に効果的なカリキュラムにより、70歳までの就業機会の確保
に向けた中高年齢層の従業員の育成や、DX（デジタル・トランスフォーメーション）の推進に資する人材
育成など、中小企業等が生産性を向上させるために必要な知識・スキルを習得するための訓練です。
専門的知見を有する民間機関等と連携し、中小企業等が抱える課題やご要望に応じてカリキュラム

をカスタマイズするオーダーコースと、少人数からでも受講可能な地域の中小企業等に共通する課題
に対応したオープンコースを実施しています。

●訓練分野
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1 3職業訓練指導員の養成

2職業訓練指導員の 
技能向上のための訓練

4高度技能者等の養成

職業能力開発に関する
調査研究及び開発

　我が国の職業訓練を担う職業訓練指導員を
将来にわたり安定的に育成・確保するため、
ものづくりを支える基幹産業を中心とした分
野の高度かつ実践的な技能・技術の習得に加
え、職業能力開発に関する指導に必要な能力
を習得するための訓練を実施しています。

　全国の公共職業能力開発施設や民間教育
訓練機関等に在職している職業訓練指導員
を対象に、技術革新に対応するための先端
技術・専門性の拡大及び指導力向上のため
の研修を実施しています。

　技術革新の進展、産業構造の変化に伴う職
業能力開発ニーズの変化に対応するため、訓
練コース・カリキュラム、教材・訓練技法・
評価方法等の開発等に取り組み、職業能力開
発の実践現場を支援しています。
　また、その成果は、基盤整備センターのホー
ムページ（https://www.tetras.uitec.jeed.
go.jp/）で情報発信するとともに、調査研究報
告書等を関係機関等に配布し、広く普及を図っ
ています。

　高等学校卒業者等を対象に、ものづくりの現
場のリーダーとして活躍できる人材及び職業訓
練指導員の養成を目的とした、少人数での実習・
実験重視の教育を行っています。

　我が国全体の職業訓練の基盤整備と質の維持・向上を図るために、職業訓練指導員（テクノイン
ストラクター）の養成及び技能向上のための訓練、職業能力開発に関する調査研究・開発、並びに�
高度技能者等の養成等を行っています。

職業能力開発総合大学校（PTU）

■ 職業訓練指導員の養成・技能向上のための訓練の実施等 ■

▲ 調査研究報告書等▲ 基盤整備センターホームページ

▲ 訓練風景

▲ モーションキャプチャーを用いた研修

▲ ラーニングファクトリー実習装置

▲ 無線通信機器の特性測定
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制度の周知広報 職業訓練の審査・認定

訓練実施に関する助言等訓練計画の策定に関する相談援助

　民間教育訓練機関に対して、訪問や説明会の
開催などによる求職者支援制度の周知広報を
行っています。

　民間教育訓練機関に対して、認定基準等の説
明、カリキュラム作成に係るアドバイスなど、訓
練計画の策定に関する相談援助を行っています。
　また、カリキュラム作成ナビをホームページ
に掲載し、カリキュラム等の円滑な作成を支援
しています。

　民間教育訓練機関からの職業訓練の認定申請
を審査し、都道府県ごとに定められた地域職業
訓練実施計画に基づき、認定基準等を満たした
職業訓練を認定します。認定した職業訓練に関
する情報（訓練実施機関名、訓練コース名、訓
練内容等）はホームページで公開するとともに、
ハローワークにおいて求職者の方に適切に提供
されるようハローワークと連携を図っていま
す。

　訓練実施機関において、認定した訓練計画に
沿って訓練が実施されるよう訓練の実施状況を
確認し、必要な助言等を行っています。

　求職者支援制度は、雇用保険の失業等給付を受けられない求職者のうち、ハローワーク所長
が職業訓練などの就職支援が必要と認めた方に対し、職業訓練の実施や、職業訓練を受けやす
くするための給付金の支給、その他の就職に関する支援を通じて、求職中の方の就職を後押しし、
職業と生活の安定の一助となることを目的としています。

　各種職業訓練サービスを提供する民間教育訓練機関の質の確保・向上に関する取り組みを支
援するため、厚生労働省が策定した「民間教育訓練機関における職業訓練サービスガイドライン」
に基づき、以下の取組を行っています。
●職業訓練サービスガイドライン研修
●職業訓練サービスガイドライン適合事業所認定制度

　この制度において当機構では、これまで実施してきた公共職業訓練における経験やノウハウ、ま
た、47都道府県に展開する当機構の公共職業能力開発施設等の組織力や機動力を活かし、以下の業
務を行っています。

▲ 民間教育訓練機関による職業訓練の実施

▲ 制度説明会

■ 求職者支援制度による職業訓練の実施に関する支援 ■

■ 職業訓練サービスの質の確保・向上に関する取組 ■

カリキュラ ム 作 成 ナビ　　
民間教育訓練機関の方を対象に、カリキュラ
ム等を円滑に作成できるよう作成例や作成の
ポイントをまとめたものです。
https://www.jeed.go.jp/js/
shien/curriculum_navi.html
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高齢者雇用に関する相談・援助、高
齢者・障害者雇用に関する助成金の
支給、障害者雇用納付金の受付、地方
アビリンピックの開催などの啓発業
務、求職者支援訓練の実施を希望す
る機関への相談・援助、訓練計画の
受理・審査及び訓練実施の助言など
のほか、各都道府県内における JEED
業務の総合調整や経理などの管理業
務を行っています。

都道府県支部
高 障 求 47カ所

ハローワーク（公共職業安定所）等
の関係機関と連携し、就職や職場定
着、職場復帰を目指す障害のある方に
対して、職業相談・職業評価、職業準
備支援、ジョブコーチ支援、リワーク支
援などを行っています。障害者雇用を
検討している、あるいは障害者を雇用
している企業に対しては、雇用管理に
関する相談や支援などを行っていま
す。また、障害のある方の就労を支援
する関係機関に対しては、職業リハビ
リテーションに関する技術的な助言や
研修などを行っています。

地域障害者職業センター、
地域障害者職業センター支所
障 52カ所

高校卒業者などを対象に、技術革新
に対応できる高度な知識と技能・技
術を兼ね備えた実践技能者（テクニシ
ャン・エンジニア）の育成、産業界や
地域のニーズに応じて、新製品の開
発、生産工程の構築などに対応できる
将来の生産技術・生産管理部門のリ
ーダーとなる人材の育成を行ってい
ます。 （愛称：ポリテクカレッジ）

職業能力開発大学校、
職業能力開発短期大学校 
求 25カ所

広域障害者職業センターと障害者
職業能力開発校の一体的な運営によ
り、全国の求職中の障害者を主な対象
として、職業評価・職業指導・職業訓
練の一貫した職業リハビリテーション
サービスを提供するとともに、他の障
害者職業能力開発施設等に対して障
害者職業訓練に関する指導技法等の
提供を行っています。

国立職業リハビリテーションセンター／
国立吉備高原職業リハビリテーションセンター
障 2 カ所

求 63カ所

職業能力開発促進センター、
訓練センター

求職者（離職者）を対象に、早期再
就職に必要な技能・技術、関連知識
を習得するための職業訓練（離職者訓
練）、在職者を主な対象に、仕事に必
要な専門知識および技能・技術の向
上を図るための職業訓練（在職者訓
練）、企業などを対象に、人材育成に関
する相談、職業訓練指導員派遣、施設
設備の貸出などを行っています。

 （愛称：ポリテクセンター）

日本全体の職業訓練の基盤整備と
質の維持・向上を図るために、職業訓
練指導員（テクノインストラクター）の
養成及び技能向上のための訓練、職
業能力開発に関する調査・研究、並
びに高度技能者等の養成などを行っ
ています。 （愛称：PTU）

職業能力開発総合大学校
1 カ所

総務部

経理部

企画部

納付金部

障害者助成部

障害者雇用開発推進部

高齢者雇用推進・研究部

高齢者助成部

求職者支援訓練部

公共職業訓練部

情報システム総括管理部

【障害者職業総合センター】
職業リハビリテーション部

研究企画部・研究担当職

職業センター

地域障害者職業センター

職業能力開発促進センター

職業能力開発大学校

職業能力開発短期大学校
国立職業リハビリテーションセンター

国立吉備高原職業リハビリテーションセンター

職業能力開発総合大学校

内部監査室

監事室

理事長 理事長代理
理　　　事

監　事

都道府県支部

総務部

住宅債権管理室

昭和46年5月26日 ●社団法人障害者雇用促進協会発足
昭和49年5月30日 ● 社団法人全国心身障害者雇用促進協会発足 

（社団法人障害者雇用促進協会を改組）
昭和52年3月  1日 ●身体障害者雇用促進協会設立（社団法人全国心身障害者雇用促進協会解散）
昭和63年4月  1日 ●日本障害者雇用促進協会に名称変更 　　
平成15年10月1日 ● 独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構設立 

（日本障害者雇用促進協会（解散）を独立行政法人化。（財）高年齢者雇用開発協会
から業務の一部を移管）

平成23年10月1日 ● 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構に名称変更 
（独立行政法人雇用・能力開発機構（解散）から業務の一部を移管）

※【高】：高齢者に対する支援　【障】：障害者に対する支援　【求】：求職者・学卒者・在職者及び事業主等に対する支援
※各施設の所在地等は当機構ホームページ（https://www.jeed.go.jp/location/index.html）をご覧ください。
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高齢者雇用に関する相談・援助、高
齢者・障害者雇用に関する助成金の
支給、障害者雇用納付金の受付、地方
アビリンピックの開催などの啓発業
務、求職者支援訓練の実施を希望す
る機関への相談・援助、訓練計画の
受理・審査及び訓練実施の助言など
のほか、各都道府県内における JEED
業務の総合調整や経理などの管理業
務を行っています。

都道府県支部
高 障 求 47カ所

ハローワーク（公共職業安定所）等
の関係機関と連携し、就職や職場定
着、職場復帰を目指す障害のある方に
対して、職業相談・職業評価、職業準
備支援、ジョブコーチ支援、リワーク支
援などを行っています。障害者雇用を
検討している、あるいは障害者を雇用
している企業に対しては、雇用管理に
関する相談や支援などを行っていま
す。また、障害のある方の就労を支援
する関係機関に対しては、職業リハビ
リテーションに関する技術的な助言や
研修などを行っています。

地域障害者職業センター、
地域障害者職業センター支所
障 52カ所

高校卒業者などを対象に、技術革新
に対応できる高度な知識と技能・技
術を兼ね備えた実践技能者（テクニシ
ャン・エンジニア）の育成、産業界や
地域のニーズに応じて、新製品の開
発、生産工程の構築などに対応できる
将来の生産技術・生産管理部門のリ
ーダーとなる人材の育成を行ってい
ます。 （愛称：ポリテクカレッジ）

職業能力開発大学校、
職業能力開発短期大学校 
求 25カ所

広域障害者職業センターと障害者
職業能力開発校の一体的な運営によ
り、全国の求職中の障害者を主な対象
として、職業評価・職業指導・職業訓
練の一貫した職業リハビリテーション
サービスを提供するとともに、他の障
害者職業能力開発施設等に対して障
害者職業訓練に関する指導技法等の
提供を行っています。

国立職業リハビリテーションセンター／
国立吉備高原職業リハビリテーションセンター
障 2 カ所

求 63カ所

職業能力開発促進センター、
訓練センター

求職者（離職者）を対象に、早期再
就職に必要な技能・技術、関連知識
を習得するための職業訓練（離職者訓
練）、在職者を主な対象に、仕事に必
要な専門知識および技能・技術の向
上を図るための職業訓練（在職者訓
練）、企業などを対象に、人材育成に関
する相談、職業訓練指導員派遣、施設
設備の貸出などを行っています。

 （愛称：ポリテクセンター）

日本全体の職業訓練の基盤整備と
質の維持・向上を図るために、職業訓
練指導員（テクノインストラクター）の
養成及び技能向上のための訓練、職
業能力開発に関する調査・研究、並
びに高度技能者等の養成などを行っ
ています。 （愛称：PTU）

職業能力開発総合大学校
1 カ所

総務部

経理部

企画部

納付金部

障害者助成部

障害者雇用開発推進部

高齢者雇用推進・研究部

高齢者助成部

求職者支援訓練部

公共職業訓練部

情報システム総括管理部

【障害者職業総合センター】
職業リハビリテーション部

研究企画部・研究担当職

職業センター

地域障害者職業センター

職業能力開発促進センター

職業能力開発大学校

職業能力開発短期大学校
国立職業リハビリテーションセンター

国立吉備高原職業リハビリテーションセンター

職業能力開発総合大学校

内部監査室

監事室

理事長 理事長代理
理　　　事

監　事

都道府県支部

総務部

住宅債権管理室

昭和46年5月26日 ●社団法人障害者雇用促進協会発足
昭和49年5月30日 ● 社団法人全国心身障害者雇用促進協会発足 

（社団法人障害者雇用促進協会を改組）
昭和52年3月  1日 ●身体障害者雇用促進協会設立（社団法人全国心身障害者雇用促進協会解散）
昭和63年4月  1日 ●日本障害者雇用促進協会に名称変更 　　
平成15年10月1日 ● 独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構設立 

（日本障害者雇用促進協会（解散）を独立行政法人化。（財）高年齢者雇用開発協会
から業務の一部を移管）

平成23年10月1日 ● 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構に名称変更 
（独立行政法人雇用・能力開発機構（解散）から業務の一部を移管）

※【高】：高齢者に対する支援　【障】：障害者に対する支援　【求】：求職者・学卒者・在職者及び事業主等に対する支援
※各施設の所在地等は当機構ホームページ（https://www.jeed.go.jp/location/index.html）をご覧ください。
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本部（高度訓練センター内）

043-213（共通）

〒261-8558 千葉県千葉市美浜区若葉3丁目1番2号

電話・FAX番号（ダイヤルイン）

総 務 部
経 理 部
企 画 部
求職者支援訓練部
公 共 職 業 訓 練 部
情報システム総括管理部

6004
6262
6503
7005
7279
6571

6808
6472
6556
7198
7378
6667

名　称 電　話 FAX

本部（障害者職業総合センター内）

043-297（共通）

〒261-0014 千葉県千葉市美浜区若葉3丁目1番3号

電話・FAX番号（ダイヤルイン）

納 付 金 部
障 害 者 助 成 部
障害者雇用開発推進部
高齢者雇用推進・研究部
高 齢 者 助 成 部
障害者職業総合センター
職業リハビリテーション部
研 究 企 画 部
職 業 セ ン タ ー

9650
9500
9513
9525
9535

9000
9024
9043

9657
9546
9547
9550
9552

9056
9057
9060

名　称 電　話 FAX

県立保健医療大学幕張テクノ
ガーデン

イオン
ROOM
DECO

メッセ
アミューズモール

スーク

ホテル
スプリングス幕張

幕張総合高校

国道357号

（湾岸道路）
湾岸習志野IC

幕張IC

湾岸千葉IC

国
道
14号

幕張5丁目信号

至千葉方面

神田外語大学

京葉道路

アジア経済
研究所

高度訓練センター内

障害者職業総合センター内

JEEDhttpｓ://www.jeed.go.jp/●独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構ホームページ

メ ー ル マ ガ ジ ン 好 評 配 信 中
https://www.jeed.go.jp/general/merumaga/index.html

高年齢者や障害者の雇用支援、労働者の職業能力開発に役立つ情報をメールマガジンにて配信しています。

▼ぜひご登録ください（無料）
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